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外貨建保険の共通KPIに関する分析
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外貨建保険の共通KPIの概要

基準日に外貨建保険を保有している各顧客について、購入時以降の
リターンを算出し、全顧客を100％とした場合のリターン別の顧客分布を
示したもの。

購入時以降のリターン（％）＝

購入時以降のリターン（％）

全
顧
客
の
分
布 当社の全顧客の26％は、

リターンが＋10％以上
＋30％未満

② 銘柄別コスト・リターン ある銘柄は、コスト2.3％
に対し、リターン８％

基準日に５年以上保有
している契約の平均的な
コストは1.4％で、
リターンは7.5％

外貨建保険の各銘柄について、平均コスト（※１）と平均リターン（※２）を
プロットしたもの（最大20銘柄）。

基準日の解約返戻金額＋基準日の既支払金額
－契約時点の一時払保険料（いずれも円換算）

契約時点の一時払保険料（円換算）

（※１）基準日に５年以上保有している契約について、各契約の新契約手数料率と継続手数料
率（支払累計）の合計値を契約期間（経過月数）で年率換算したものを、各契約の一時
払保険料で加重平均

（※２）基準日に５年以上保有している契約について、各契約の契約時点の一時払保険料に
対する、基準日時点の解約返戻金額＋基準日までの既支払金額の増加率を年率換算
したものを、各契約の一時払保険料で加重平均

① 運用評価別顧客比率

• 金融事業者の選択に当たっては、他の金融事業者と取組状況を比較することが有益である。金融庁としては、国民が、各金融

事業者が設定・公表する自主的なKPIを比較検討することに加え、リスクや販売手数料等のコストに見合ったリターンを長期的

に確保できているかを比較検討できるよう、金融事業者が、共通の定義によるリターンに関連する統一的な指標（以下、「共通

KPI」）を公表することを期待している。

（注１）保障性を有することや長期保有を前提とする等の保険商品としての特徴については、次のとおり定性的に記載する。
・外貨建保険は、保障と運用を兼ねており、満期や死亡の際には保険金が支払われます。解約時には解約返戻金が支払われますが、保険商品は長期保有を
前提としており、特に、契約後の早い段階に解約した場合に受け取る解約返戻金は、一定額の解約控除等により、一時払保険料を下回る場合が多くあります。
・解約返戻金は基準日時点の為替レートで円貨換算しており、満期まで保有した場合や、外貨で受け取る場合の評価とは異なります。

①②の詳細な定義については、こちらを参照。
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 外貨建保険を保有している顧客の基準日時点の運用評価を算出した運用評価別顧客比率を見ると、2022年３月末時点で、運

用評価率がプラスとなっている顧客の割合（金融事業者147者の単純平均）は、約７割であった（図表１）。2023年３月末の時点

では、運用損益がプラスとなっている顧客の割合（全事業者127者の単純平均）は、新規契約増による契約初期費用増の影

響、円安の進行による解約増および海外金利上昇による市場価格調整等により約４割に下落した（図表２）。

 業態別では、運用評価率がプラスになっている顧客の割合は、約３割から約７割とバラつきが見られた。

① 外貨建保険の運用評価別顧客比率
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（注１）基準日22年３月末
（注２）22年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者（147者）を集計（単純平均）
（注３）各業態の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合（小数点以下四捨五入）
（注４）各業態の右側の（ ）内数値は、公表先数
（注５)その他は、保険会社等１者、日本郵便
（資料）金融庁

図表１ 外貨建保険の運用評価別顧客比率（2022年３月末基準） 図表２ 外貨建保険の運用評価別顧客比率（2023年３月末基準）

-50％以上
-30％未満

-30％以上
-10%未満

-10％以上
0％未満

0％以上
+10％未満

+10％以上
+30％未満

+30％以上
+50％未満

+50％以上

（注１）基準日23年３月末
（注２）23年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者（127者）を集計（単純平均）
（注３）各業態の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合（小数点以下四捨五入）
（注４）各業態の右側の（ ）内数値は、公表先数
（注５)その他は、日本郵便
（資料）金融庁
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 外国為替や海外金利の変動を背景とした新規契約増および解約増を受け、2022年３月末時点と比較して、コストとリターンとも

に下落が見られた（図表３）。

② 各金融事業者における外貨建保険のコスト・リターン
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図表３ コストとリターン（全公表事業者）

（注１）基準日は23年３月末
（注２） 業態別及び全体平均（23年３月末）は、23年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者のうち、基準日に５年以上保有している契約がある119者を集計
（注３） 全体平均（22年３月末）は、22年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者のうち、基準日に５年以上保有している契約がある132者を集計
（注４）コストは、各契約の新契約手数料率と継続手数料率（支払累計）の合計値を契約期間（経過月数）で年率換算したものを、各契約の一時払保険料で加重平均した値。リターンは、各契約の契約時点の一時払保険料に

対する、基準日時点の解約返戻金額＋基準日までの既支払金額の増加率を年率換算したものを、各契約の一時払保険料で加重平均した値
（資料）金融庁
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100% 80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

楽天銀行

ゆうちょ銀行

三井住友信託銀行

みずほ信託銀行

三菱UFJ銀行

みずほ銀行

三井住友銀行

りそな銀行

三菱UFJ信託銀行

SMBC信託銀行

あおぞら銀行

（顧客比率）

-50%未満 -50％以上
-30％未満 +50％以上+30％以上

+50％未満
+10％以上
+30％

0％以上+10％未満
-30％以上
-10%未満

-10％以上
0％未満

65.2%

57.8%

38.2%
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【参考１】 主要行等の外貨建保険の運用評価別顧客比率

（注１）基準日は23年３月末
（注２）23年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった主要行等（11者）を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

■ 主要行等（運用損益率０％以上の顧客割合が高い順）

44.7％
（全業態平均）

82.7%

77.6%

66.2%

63.4%

59.1%

53.2%

44.4%

0.0%



100% 80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例
島根銀行

静岡中央銀行
大東銀行
福島銀行
佐賀銀行
東和銀行
長野銀行
長崎銀行

徳島大正銀行
中国銀行

沖縄海邦銀行
百十四銀行

筑波銀行
鳥取銀行
清水銀行
愛媛銀行

大垣共立銀行
香川銀行

福岡中央銀行
山形銀行
百五銀行

七十七銀行
トマト銀行
富山銀行
北陸銀行
西京銀行
岩手銀行
紀陽銀行
常陽銀行
宮崎銀行
高知銀行
滋賀銀行

名古屋銀行
三十三銀行

十六銀行
大分銀行

山梨中央銀行

（顧客比率）

-50％以上
-30％未満

-50%未満 +50％以上+30％以上
+50％未満

+10％以上
+30％未満

0％以上
+10％未満

-30％以上
-10%未満

-10％以上
0％未満

22.0%

20.1%

20.0%

17.7%

16.6%

12.4%

100% 80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例
静岡銀行

きらやか銀行
群馬銀行

第四北越銀行
大光銀行
足利銀行

関西みらい銀行
千葉興業銀行

阿波銀行
京都銀行

みなと銀行
南都銀行

埼玉りそな銀行
北海道銀行
南日本銀行

池田泉州銀行
肥後銀行

西日本シティ銀行
福井銀行
熊本銀行

十八親和銀行
沖縄銀行
愛知銀行
荘内銀行
栃木銀行

八十二銀行
横浜銀行

鹿児島銀行
福邦銀行
中京銀行

富山第一銀行
北都銀行
福岡銀行
京葉銀行
北洋銀行
広島銀行

東京スター銀行
琉球銀行

きらぼし銀行
東邦銀行
山口銀行

北九州銀行
仙台銀行
伊予銀行

もみじ銀行
豊和銀行

宮崎太陽銀行
東日本銀行

山陰合同銀行
北國銀行

-50%未満

（顧客比率）

-50%未満-50%未満 -50％以上
-30％未満

■ 地域銀行（運用損益率０％以上の顧客割合が高い順）
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【参考２】 地域銀行の外貨建保険の運用評価別顧客比率

（注１）基準日は23年３月末
（注２） 23年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった地域銀行87者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁
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35.1%

34.5%

33.9%

31.4%

31.4%
30.5%

30.1%

29.2%

28.8%

28.3%
27.6%

27.5%

24.8%

23.6%

23.4%

23.0%

-30％以上
-10%未満

-10％以上
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+30％以上
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凡例

三島信用金庫

碧海信用金庫

大川信用金庫

長野信用金庫

岐阜信用金庫

高崎信用金庫

埼玉縣信用金庫

浜松磐田信用金庫

しののめ信用金庫

多摩信用金庫

京都中央信用金庫

福井信用金庫

旭川信用金庫

アイオー信用金庫

三条信用金庫

朝日信用金庫

奈良信用金庫

-50%未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+10％以上+30％0％以上+10％未満-30％以上
-10%未満

-10％以上0％未満

（顧客比率）

-50%未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+10％以上+30％0％以上+10％未満-30％以上
-10%未満

-10％以上0％未満-50%未満 -50％以上
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+50％以上+30％以上+50％未満+10％以上+30％0％以上+10％未満-30％以上
-10%未満

-10％以上0％未満
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【参考３】 協同組織金融機関等の外貨建保険の運用評価別顧客比率

■ 協同組織金融機関等（運用損益率０％以上の顧客割合が高い順）

（注１）基準日は23年３月末
（注２） 23年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった協同組織金融機関等（17者）を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（注４）運用損益率が０％以上の顧客比率が同一の場合は、五十音順に記載
（資料）金融庁
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38.1%

36.5%

35.0%

31.0%

30.4%

30.1%

25.6%
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100% 80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

東海東京証券

内藤証券

今村証券

むさし証券

三菱UFJモルガン・スタンレー証券

東洋証券

野村證券

SMBC日興証券

みずほ証券

いちよし証券

大和証券

-50%未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+30％以上+50％未
満

+10％以上+30％0％以上+10％未満-30％以上
-10%未満

-10％以上0％未満

（顧客比率）

-50%未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+30％以上+50％未
満

+10％以上+30％0％以上+10％未満-30％以上
-10%未満

-10％以上0％未満-50%未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+30％以上+50％未
満

+10％以上+30％0％以上+10％未満-30％以上
-10%未満

-10％以上0％未満
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【参考４】 証券会社の外貨建保険の運用評価別顧客比率

■ 証券会社（運用損益率０％以上の顧客割合が高い順）

（注１）基準日は23年３月末
（注２） 23年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった証券会社（11者）を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

44.7％
（全業態平均）

67.9%

57.5%

54.5%

50.5%
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【参考５】 外貨建保険の運用損益別顧客比率（全業態）

■ 運用損益別顧客比率（全業態）（運用損益率０％以上の顧客割合が高い順）

■主要行等（11者） ■地域銀行（87者） ■協同組織金融機関（17者） ■証券会社（11者）
■その他事業者（１者）

運用損益率がプラス（０％を含む）となっている顧客の割合

運用損益率がマイナスとなっている顧客の割合

（注１）基準日は23年３月末
（注２） 23年３月末基準で外貨建保険の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者（127者）を集計
（注３）その他は、日本郵便
（資料）金融庁


